
所管省庁
回 答

区分（案）
（注）

別添の該当
ページ

現行制度下
で対応可能

△ 1

現行制度下で
対応可能

一部事実誤認

◎ 2

その他 △ 3

現行制度下で
対応可能

△ 4

事実誤認 ◎ 5

現行制度下で
対応可能

◎ 6

対応 △ 7

１ 対応不可／一部
事実誤認

２ 対応不可

３ 検討に着手

◎ 8

検討を予定 ◎ 10

【遊漁】
検討に着手
【まき網】
対応

△ 11

（注）

◎

○

△ 再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

措置済

無印

提案に対し、所管省庁がすでに対応を行った事項

当面、検討を要さないと判断した事項

規制改革ホットライン処理方針
(令和３年３月９日から令和３年12月２日までの回答）

地域産業活性化ワーキング・グループ関連

信用保証協会が実施する信用補完制度の対象業種への農業の追加について

フグ処理者免許の全国統一

指定団体外からの生乳を購入した乳業者が指定団体との取引において不利になら
ないようにする

企業による農地の直接所有の要件緩和

獣医師のオンライン診療を可能にする

今後の農業経営に関する提言

漁師の漁獲物自由取引について

農業振興地域制度及び農地転用許可制度の条件緩和について

農地法について、都道府県において申請等の簡略化のお願い

クロマグロ遊漁全域禁止について

提 案 事 項

各ワーキング・グループで既に検討中又は検討を行う事項

所管省庁に再検討を要請（「◎」に該当するものを除く）する事項



















対応の概要

区分（案） ◎

１ 農用地区域内の用途区分は、農用地区域内において、農用地と農業用施設用地が交錯・混在することを避
け、効率的に農業生産基盤整備及び農作業を行うために設定しているものであり、両者を分けて扱う必要があり
ます。

なお、１haを超えない用途区分の変更については、軽微な変更として簡易な処理で手続が可能となっています。
また、農地転用許可基準においては、

① 農業用施設については代替性の検討を求めていないこと、
② 一筆のうちの一部を転用する場合に、土地の分筆を行うことは求めていないこと
から、事実誤認です。

２ 農業に関する公共投資その他農業振興に関する施策は、計画的かつ集中的に実施する必要があることから、
農林水産省所管の国庫補助事業の多くは農業振興地域（農業生産基盤整備事業は農用地区域）を対象として実
施しています。

なお、補助事業の採択要件は、それぞれの事業によって異なることから、補助事業の活用の可否については国
又は都道府県の補助事業担当者にご相談ください。

３ 農用地区域の用途区分が農業用施設用地以外の土地に設置する場合は、あらかじめ用途区分を農業用施設
用地に変更する必要がありますが、1haを超えない用途区分の変更については軽微な変更として、農業振興地域
整備計画の案の公告・縦覧や農用地利用計画に係る異議の申出の受付けを行うことなく簡易な処理で手続きが
可能となっています。

また、転用許可申請書の添付書類は、農地法施行規則で定められており、かつ、「農地法関係事務処理要領の
制定について」において、具体的な取扱いを示しているところですが、特に、「その他参考となるべき書類」につい
ては、許可申請の審査をするに当たって、特に必要な書類を一律に求めることは適当ではないこととしておりま
す。
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